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１ 補正予算の規模 

（単位：千円、％） 

 
令和 7 年度 

当初予算額① 
現計予算額② 今回補正額 

補正後 

予算額③ 

伸び率 

(③-①) 

/① 

(③-②) 

/② 

一般会計 10,650,000 11,735,963 △5,610 11,730,353 10.1% △0.1% 

特別会計 4,656,011 4,786,814 17,852 4,804,666 3.2% 0.4% 

企業会計 2,285,812 2,291,127 △14,919 2,276,208 △0.4% △0.7% 

合計 17,591,823 18,813,904 △2,677 18,811,227 6.9% 0.0% 

※企業会計は、収益的支出と資本的支出の合計額を記載しています。 

 

２ 一般会計補正予算（第８号）の概要 

（１） 補正予算編成の基本的な考え方                  

今回の補正予算では、年度末による各事業の経費の精算や、国の補正予算等に伴う必

要性の高い事業に対して予算措置を講じています。 

 

（２） 歳入の主な内容 

町税では、種別割の増に伴い軽自動車税を増額補正します。 

地方交付税では、国の補正予算により、普通地方交付税が追加交付されることから、増

額補正するとともに、本年度の収入見込みに伴い特別地方交付税についても、増額補正し

ます。 

分担金及び負担金では、各事業の精算に伴い、私立保育所入所者負担金等を減額補

正します。 

 

 

提供年月日：令和 8年(2026 年) 2 月 25 日 

所属名：総務課 

担当者名：角・中村 

連絡先：0748-52-6500 資 料 提 供 

令和7年度3月補正予算（案）の概要について 
 

資料№４ 



- 2 - 

 

国庫支出金では、各事業の精算に伴い、減額補正する一方、国の補正予算により、社

会資本整備総合交付金（地域公共交通再構築事業）および学校施設環境改善交付金等を

新規計上します。 

県支出金では、各事業の精算に伴い、減額補正する一方、農村地域防災減災事業補助

金等を増額補正します。 

財産収入では、各積立基金における利子収入の見込みに伴い、増額補正します。 

寄附金では、ふるさと納税における災害被災地の代理寄附の実施に伴い、まちづくり応

援寄附金（災害対策代理寄附金）等を新規計上するとともに、小学校教育振興寄附金を増

額補正します。 

繰入金では、財源不足に対応するため計上していた財政調整基金繰入金等を減額補正

します。 

諸収入では、事業の精算に伴い、行政情報システムの更新および標準化対応にかかる

デジタル基盤改革支援補助金等を減額補正します。 

町債では、各事業の精算に伴い、減額補正する一方、国の補正予算により、一般補助

施設整備等事業債（地域公共交通再構築事業）および学校教育施設等整備事業債（小学

校施設設備改修事業）等を新規計上します。 

 

（３） 歳出の主な内容 

○情報システム整備基金積立金                      100,325千円 

今後の情報システム等の更新および安定的な運用を図るため、積立金を増額

補正します。 

 

○鉄道対策事業                   28,454千円 

一般社団法人近江鉄道線管理機構が実施する施設整備について、国の補正

予算に伴う財源を活用し、必要となる補助金を増額補正します。 

 

○障害者総合支援事業                    3,844千円 

利用見込みの増に伴う障害福祉サービス給付費等の増加に対応するため、必

要となる経費を増額補正します。 

 

○子育て未来基金積立金                             20,398千円 

子育て支援にかかる施設の整備および子どもを安心して育てることができる施

策の充実を図るため、積立金を増額補正します。 

 

〇土地改良事務事業                                54,096千円 

ため池の耐震調査等について、事業費の精算を行うとともに、国の補正予算に

伴う財源を活用し、必要となる経費を増額補正します。 
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〇ふるさと応援寄附事業                               3,509千円 

ふるさと納税における事業費の精算を行うとともに、災害被災地への代理寄附

の実施に伴い、必要となる寄附金を新規計上します。 

 

○防災対策事務事業                   6,200千円 

滋賀県による防災情報マップ「地先の安全度マップ」の更新に伴い、町において

もハザードマップを更新することから、国の補正予算による財源を活用し、必要とな

る経費を新規計上します。 

 

○小学校管理運営事業                               47,138千円 

小学校における修繕工事やその他経費の精算を行うとともに、国の補正予算に

伴う財源を活用し、小学校校舎等の空気調和設備の更新およびＬＥＤ照明の導入

に必要となる経費を新規計上します。 

 

○中学校管理運営事業                                7,275千円 

中学校における修繕工事やその他経費の精算を行うとともに、国の補正予算に

伴う財源を活用し、中学校音楽室の空気調和設備の更新に必要となる経費を新規

計上します。 

 

３ 特別会計補正予算の概要 

（１）  補正予算の主な内容 

① 国民健康保険特別会計補正予算（第３号）                    △42,283 千円   

    療養給付費等の保険給付費の実績見込みに伴い、減額補正します。 

② 介護保険特別会計補正予算（第３号） 68,926 千円 

保険給付費の実績見込みによる精算を行うとともに、介護給付費準備基金積立金を

増額補正します。 

③  後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） △8,791 千円 

後期高齢者医療広域連合納付金等の精算に伴い、減額補正します。  

 

４ 企業会計補正予算の概要 

 （１） 補正予算の主な内容 

① 水道事業会計補正予算（第３号） 21,747 千円 

配水設備改良費における事業費の増に伴い、増額補正します。 

② 下水道事業会計補正予算（第２号） △36,666 千円 

管渠整備事業費等の精査に伴い、減額補正します。 
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５ その他 

（１） 繰越明許費の内容 

【一般会計】 

①追加 

・ 第６次日野町総合計画中間見直し等支援業務                 13,535千円 

・ 鉄道対策事業                                     28,454 千円 

・ 旧氏に伴う戸籍附票システム改修業務                      2,420 千円 

・ 住基システム等振り仮名の一括登録機能追加改修業務             748 千円 

・ 住民票コンビニ交付システムにおける初期振り仮名データ対応業務    1,155 千円 

・ 土地改良事務事業                                  84,254 千円 

・ 農地耕作条件改善事業                               10,835 千円 

・ 農業水路等長寿命化事業                               7,000 千円  

・ 農村整備事業（農道・集落道事業）                          57,350千円 

・ 急傾斜地崩壊対策事業                                9,600 千円 

・ 公園管理運営事業                                  21,130 千円 

・ 防災対策事務事業                                   6,200 千円 

・ 西大路小学校照明器具更新工事                         20,486 千円 

・ 南比都佐小学校照明器具更新工事                        17,838千円 

・ 南比都佐小学校職員室・多目的室空気調和設備更新工事          6,692 千円 

・ 日野中学校音楽室空気調和設備更新工事                    7,950 千円 

②変更 

・ 認定こども園整備事業                                27,500千円 

 

 

（２） 地方債の内容 

【一般会計】 

①追加 

・ 一般事業債（地域鉄道対策事業）                           300 千円 

・ 一般補助施設整備等事業債（地域公共交通再構築事業） 14,200 千円 

・ 学校教育施設等整備事業債（小学校施設設備改修事業）           29,400 千円 

・ 学校教育施設等整備事業債（中学校施設設備改修事業）            5,300 千円 
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②変更 

・ 一般補助施設整備等事業債（農地耕作条件改善事業） 700 千円 

・ 公共事業等債（公園管理運営事業） △13,300 千円 

・ 緊急防災・減災事業債（消防防災施設整備事業） △600 千円 
 

③廃止 

・ 脱炭素化推進事業債（公用車管理事業）                    △4,200 千円   


